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1 　はじめに

本稿の目的は，電機連合に所属する企業の技
術者に対して実施したアンケート調査の個票
データを用い，技術者にとって必要な能力を職
種別に考察することである。

1990年代以降，企業経営を取り巻く環境が大
きく変化したことに伴い，日本企業は経営にお
いて，様々な点の修正を余儀なくされてきた。
企業の人的資源管理のあり方も例外ではなく，
とりわけ従業員の能力開発において大きな変化
が生じている。厚生労働省の「民間教育訓練実
態調査」および「能力開発基本調査」における
企業内訓練に関する設問の回答結果によると，
近年，教育訓練を実施する企業の割合はバブル
経済崩壊前を超える高水準に回復している。し
かし，その内実をみると，教育訓練（OFF－
JT）を受講したことのある従業員の割合は，
バブル経済崩壊前には60％を超えていたが，90
年代は約50％に低下，さらに2000年代には30％
を切るに至った。近年，50％あたりまで回復し
た時期もあるが，依然としてバブル経済期に比
べ低い水準にとどまっている（図 1 参照）。加
えて，近年の能力開発の方向性を問う回答結果
では，全体の底上げを図る教育訓練よりも選抜

教育を重視する企業が多数派となっている 1 ）。
こうした変化には，人員削減に伴う正社員の減
少による一人当たりの業務増大が従業員の教育
訓練機会を奪い，さらにコスト削減が教育訓練
費用を直撃したことなどが背景にあり，さらに
成果主義の導入に伴い，能力開発の必要性が増
したにもかかわらず，多くの企業は従業員個人
に能力開発に関する責任を大きく負担させてき
ている 2 ）。

そして，こうした企業内教育訓練の縮小は技
術者にまで及び，日本企業の国際競争力の源泉
とまで言われてきた技術者の能力向上を妨げる
状況となりつつある。技術者は，基本的に継続
的な能力開発を行わない場合，保有している能
力が陳腐化してしまい，特に技術革新が急速と
なった今日，保有能力の陳腐化も急速に進むこ
ととなる。日本工学会の調査によると，回答し
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1 ）2000年は，選抜教育実施企業が49.2％，全体の底上げ教
育実施企業が50.8％であったが，2007年には，それぞれ
67.8，32.2％と選抜教育実施企業の割合が上昇している。

2 ）たとえば，久本（2008），太田（2008），宮本（2009a，
2009b）など
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たほぼ100％の技術者が日常の仕事以外で継続
的な能力開発が必要であると認識しており，近
年の企業における能力開発の変化は技術者に
とってマイナスの影響を及ぼす可能性が高
い 3 ）。こうした問題に対応するために，日本工
学会は2005年にPDE（Professional Development 
of Engineers）協議会を設立し，企業で働く技
術者の継続的な能力開発の体制が議論されはじ
めている。

このような技術者の能力開発のあり方を問う
とき，まず技術者にとって必要な能力とはなに
かを明らかにすることが重要となる。また，技
術者といっても，たとえば基盤研究から開発
や，情報処理・ソフト開発を行うSEなど様々
な職種があり，職種が違えば必要とされる能力
は異なってくるであろう。つまり，職種別に必

要な職務遂行能力を明らかにすることは今後の
技術者の能力開発のあり方を考えるうえで有益
な情報を得ることができると考える。

本稿の構成は以下の通りである。次節では，
本稿で取り扱う技術者の職種範囲と分析データ
について説明する。 3 節では，職務遂行能力を
定義した後，分析対象における職務遂行能力の
特徴を検討する。 4 節では，職務遂行能力に関
する二つの定量分析を実施する。ひとつは職務
遂行能力の保有レベルにおける職種別の違い
を，もうひとつは能力発揮と職務遂行能力の関
係を検証し，職種別に必要な職務遂行能力を検
討する。最後に，本稿で得られた知見と課題を
まとめる。

2 　技術者の範囲と分析データ

最初に，本稿での分析対象である技術者の定

(128)

図 1　入社以降教育訓練を受けた従業員の割合（％）

データ出所：厚生労働省（旧労働省）『民間教育訓練実態調査』，『能力開発実態調査』各年。
注：点線の記載されていない年度は調査されておらず数値不明

3 ）大輪（2006）
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義をみていこう。日本職業分類によると，技術
者とは「高度の専門的水準において，科学的知
識を応用した技術的な仕事に従事するもの」と
定義される4 ）。その技術者は，基礎的または応
用的な学問上・技術上の問題を解明するため，
新たな理論・学説の発見または技術上の革新を
目標とする仕事に従事する「研究者」，農林水産
業における企画・管理・監督・研究開発などの
仕事に従事する「農林水産技術者」，食品，電
気・電子，機械，化学などの製品の開発・設計
及び電気に関する技術の開発，施設の設計など
の仕事に従事する「製造技術者（開発）」，また
製品の生産における生産性の検討・生産準備・
設備計画などの工程設計及び工程管理・品質管
理，監督，指導並びに発送電など電気に係る機
器又は施設の工事･維持・管理など開発・設計に
含まれない仕事に従事する「製造技術者（開発
以外）」，建築・土木・測量における計画・設
計・工事監理・技術指導・施工管理・検査など
の仕事に従事する「建築・土木・測量技術者」，
情報処理及び情報通信に関する専門知識・経験
をもって，適用業務の分析，システムの企画，
プログラムの開発，構築されたシステムの管
理，通信ネットワークの構築・保守などについ
ての仕事に従事する「情報処理・通信技術者」，
そして「その他の技術者」に分類される。

この基本的な分類だけをみても，様々な職種
の技術者が存在することがわかる。こうした分
類は，農林水産，製造，建築・土木・測量そし
て情報・通信などの産業の違いだけでなく，研
究，開発・設計，さらには企画・管理といった
職務・職域によって異なっている。特に後者の
職務・職域の違いは異なる職務遂行能力を必要
とすることにつながるものと考えられる。本稿
では電機連合所属企業の技術者が分析の対象で
あり，産業は電機・電子・情報となるが，これ
らの産業間では違いが明確とならないため，主
として職務・職域の異なる職種を取り上げて職

種間差異の分析を行う。そこで，取り扱う職種
は，基礎的または応用的な学問上・技術上の問
題の解明という職務の「研究者（以下，研
究）」，商品・製品の開発・設計に取り組む「開
発・設計技術者（同，開発・設計）」，そして，
商品・製品化だけでなく企画・管理的業務など
幅の広い職務に従事する「情報処理技術者

（同，情報処理）」の 3 職種とする。
次に，本稿で使用するデータについて説明し

よう。使用データは，技術者の潜在的な力が発
揮され，それを価値創造につなげるための要因
が如何なるものかを明らかにし，技術者のキャ
リア開発に向けての示唆を得るために，電機連
合が2008年に実施した「高付加価値技術者の
キャリア開発に関する調査」によって収集され
たものである 5 ）。この調査は，電機連合加盟企
業の組合員技術者，技術部門管理者，および本
社人事部の 3 層に対し，先の目的に必要な質問
事項をアンケート調査の形で実施している。本
稿では，そのうちの組合員技術者および技術部
門管理者に対して行った調査の個票データを利
用している。組合員調査の回収は3,657（回収
率81.3％），管理職調査は616（回収率61.6％）
であり，分析では，管理職も技術者とみなし，
組合員のデータと合わせたものを利用する。ま
た上記のように職種を 3 職種に絞り込んだこと
から，最終的に利用したデータのサンプルサイ
ズは3,062となった。

3 　職種別の職務遂行能力

最初に，職務遂行能力について説明しよう。
日本経営者団体連盟（日経連）は，従業員の能
力を「企業における構成員として企業目的達成
のために貢献する職務遂行能力であり，業績と
して顕在化されなければならない。能力は職務
に対応して要求される個別的なものであるが，
それは一般的には体力・知識・経験・性格・意

(129)

4 ）専門的・技術的職業従事者の定義において技術的職業従
事者に該当する部分を抜粋した。

5 ）調査のより詳細な内容については，電機連合（2008）を
参照。
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欲の要素から成り立つ。それらはいずれも量・
質ともに努力，環境によって変化する性質をも
つ，開発の可能性をもつとともに退歩のおそれ
も有し，流動的，相対的なもの」と定義してい
る。この定義にあるように，日経連は従業員の
能力を職務遂行能力ととらえ，職務遂行能力と
は，専門性や基礎知識などの知的な側面のみな
らず性格や意欲といった情意的な側面も含めた
包括的なものと考えている 6 ）。

3 . 1 　�データからみる技術者の職務遂行能力
の特徴

ここでは，こうした日経連の考えを踏襲し，
データを利用して職務遂行能力をとらえようと
試みる。電機連合調査では，職務遂行にあたっ
て必要とされる20の能力・特性についての質問
を行っている。20の能力・特性とは，具体的に

「専門的・理論的知識」，「論理的思考力」，「独
創的発想力」，「問題把握力」「問題解決力」，

「企画立案力」，「企業戦略の意識」，「コスト意
識」，「顧客意識」，「リーダーシップ」，「対外折
衝力」，「人材育成意識」，「向上心」，「持久
力」，「挑戦意欲」，「責任感」，「自己管理」，「協
調性」，「傾聴力」，および「意思疎通力」であ
り，知的能力から態度や考え方など項目は多岐
にわたる。調査では，技術者自身が，これら能
力・特性の保有について“十分備えている”か
ら“不足している”の 5 段階で回答している。
したがって，利用データは純粋に要素の保有を
示すものではなく，実際には保有に関する個人
の主観であることに注意が必要である。なお以
下では，これら20の能力・特性は職務遂行能力
の“要素”と呼ぶ。つまり，従業員の職務遂行
能力とは，多様な要素の保有組合せによって構
成される包括的なものとして，本稿ではとらえ
るものである。

では，これら20の要素のデータを利用し，主
成分分析によって職務遂行能力の特徴を抽出し

(130)

6 ）日本経営者団体連盟（1969）

表 1　技術者全体の主成分分析の結果

注：Kaiserの正規化を伴うプロマックス法による主成分分析
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(131)
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てみよう。最初に， 3 職種全体の分析結果によ
ると，これら20の要素から 4 つの成分が抽出さ
れた（表 1 参照）。抽出された成分は表におい
て数値が塗りつぶされた要素の影響を強く受け
ていることから，それぞれ「知的能力」，「管理
者特性」，「前向き性向」，そして「協調的性
向」と呼ぶことにする 7 ）。これら 4 つの成分よ
り，先の日経連が定義する包括的な能力として
の特徴が見いだせる。

各々の要素の保有レベルが高いほど，その成
分の保有レベルも高くなり，また各要素の数値
が大きいほど，当該要素がその成分に対して強
い影響を及ぼす。つまり技術者全体でみた場
合，知的能力は論理的思考力，管理者特性は企
業戦略の意識，前向き性向は向上心，協調的性
向は協調性がそれぞれ最も強い影響を及ぼす要
素ということになる。ただし最も影響を与える
成分と同等に別の成分にも影響を及ぼす要素も
ある。たとえば企画立案力は管理者特性ととも
に知的能力，責任感は前向き性向とともに協調
的性向に影響を及ぼしている。

では職種別に同様の主成分分析を行い，職務
遂行能力の構成の違いを検討していこう。職種
別の結果は表 2 に示した。まず各成分を構成す
る要素について，開発・設計および情報処理は
技術者全体と同じであるが，研究は少し異な
る。先の 2 職種で管理者特性に入っていた企画
立案力が知的能力に強い影響を与え，持久力が
協調的性向へ，また意思疎通力が前向き性向へ
と入れ替わっている。ただし，これらの 3 要素
はいずれも成分を構成する要素の中では最も影
響力が弱く，また影響力の強い要素は 3 職種間
で大きな違いがないことから，研究者の成分に
関する特徴づけは技術者全体の 4 つの特徴づけ
から変更する必要はないと考える。

次に，職種間で各成分内における要素の影響
がどのように異なるかを具体的に見てみよう。
まず知的能力について，開発・設計および情報

処理では論理的思考力が最も強い影響を与える
要素であり，かつ独創的発想力は最も低い。逆
に，研究では独創的発想力が強い影響を及ぼ
し，企画立案力に次いで論理的思考力が低い。
知的能力は，開発・設計と情報処理では論理的
思考力が中心であり，一方の研究では独創的発
想力が欠かせない要素となるなど職種間で違い
がみられる。また管理者特性は，情報処理にお
いて顧客意識の影響がやや弱いことを除けば，
職種間で大きな違いはなく，企業戦略の意識，
コスト意識，顧客意識が強い影響を及ぼす。ま
た前向き性向は，すべての職種で向上心が強い
影響を及ぼしているが，開発・設計と情報処理
では持久力が，研究では挑戦意欲が強い。最後
に，協調的性向は強い影響を及ぼす要素は協調
性と傾聴力である点に職種間で違いはなかっ
た。ただし要素の影響力が弱いことが，要素保
有レベルさらには各成分の保有レベルの低さを
示すことにはならない。この職種間における保
有レベルの違いについては後程検証する。

3 . 2 　�技術者自身が評価すべきと考える職務
遂行能力

次に，保有レベルではなく，評価されるべき
要素という視点から職務遂行能力をみてみよ
う。電機連合調査には，20の要素のうち，どの
要素が評価されるべきかを最も重要なものから
5 位まで回答する設問があり，ここでは，その
回答データを利用して職種に違いがあるのかを
検討しよう。

まず最も評価すべき要素として選択された割
合の高い順にランキングすると，最も選ばれた
要素はいずれの職種も専門的・理論的知識で
あった（表 3 参照）。また上位 5 位までに挙
がっている要素をみると，研究と開発設計では
知的能力を構成する要素であり，その順位も全
く同じであった。情報処理は問題把握力が含ま
れず，そのほかの要素の順位も先の 2 職種とは
異なるが，おおむね知的能力を構成する要素が
上位を占めた。やはり技術者は専門性のもと
で，様々な知識を応用し，問題解明や新たな発

(132)

7 ）それぞれの詳しい特徴づけについては，ほぼ同じデータ
を利用して特徴づけを行った宮本（2009a）に詳述してい
るので，そちらを参照のこと。
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見が求められる知的作業が中心業務であり，そ
のことを反映し，職務遂行能力の中でも知的能
力が最も評価されるべき成分になると考えられ
る。しかし知的能力を最も評価すべきと考える
技術者割合は職種によって異なっている。知的
能力を構成する要素の選択割合を合計すると，
研究は78.3％と最も高く，ついで開発・設計の
73.9％，そして情報処理では62.9％と大きく選
択割合が低下している。つまり情報処理では知
的能力以外の要素も評価すべきとの考えをもつ
技術者がすくなくないのである。

この評価すべき要素の職種間差異をもう少し
個別にみてみると，知的能力を高く評価すべき
と考える研究者は，中でも論理的思考力，独創
的発想力，問題把握力，そして企画立案力を他
の職種に比べ，評価すべきと回答している 8 ）。
一方で他の 2 職種では知的能力以外の要素とし
て，向上心，責任感といった前向き性向や対外

折衝力，コスト意識，顧客意識といった管理者
特性，さらに情報処理では，意思疎通力，傾聴
力が他の職種に比べ評価すべきと考えられてい
る。つまり，評価すべき職務遂行能力は，研究
者では知的能力に集中し，開発・設計技術者で
は加えて前向き性向，管理者特性に，情報処理
技術者に至ってはすべての職務遂行能力につい
て評価すべきと広がりがみられる。

4　多変量回帰分析

職種別に必要な職務遂行能力とは何かを考え
るとき，まず各職種の技術者がどの程度の職務
遂行能力を保有しているのかを見ることは有意
義である。なぜなら他職種に比べ，より高いレ
ベルで保有している職務遂行能力があれば，そ
れはその職種に特有のものである可能性が高い
からである。また職務遂行能力の成分が各職種
の技術者の能力発揮につながっているかも併せ
て検討する。もし保有しているだけで，それが
技術者の能力発揮につながっていないのであれ

(133)

表 3　最も評価されるべき職務遂行能力の要素の選択割合（％）

8 ）ここでの記述は，上位5位までに選択された要素の選択
率を各職種間で統計的に有意な差があるかを分析した結果
に基づいている。紙幅の都合で結果表の掲載は割愛した。
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ば，その職務遂行能力は必ずしも必要であると
はいえないからである。

以下では，前節で行った技術者全体の主成分
分析によって抽出した 4 つの職務遂行能力の成
分スコアを利用し，職務遂行能力の各成分の保
有レベルと，その成分が技術者の能力発揮に及
ぼす効果について職種間の違いを検証する。

4 . 1 　�職務遂行能力の保有レベル
職務遂行能力の各成分のスコアは数値が大き

いほど，その特徴を強く有しており，最初に，
このスコアの平均値を職種別に比較してみよ
う。表 4 によると，知的能力は，他の 2 職種に
比べ，研究者の保有が高いことを示している。
また前向き性向も，研究者の保有レベルが最も
高く，開発・設計技術者，情報処理技術者の順
で低くなる。なお管理者特性および協調的性向
には差がみられなかった。

こうした差異は本当に職種の違いによって生
じているのであろうか。この点を検証するため
に，職務遂行能力における各成分の保有レベル
に影響を与えるであろう職種以外の属性等を制
御した分析を行う。職務遂行能力の 4 つの成分
における各主成分スコアを被説明変数とし，説

明変数は以下の推計式の変数を用いる。

主成分スコア
= f （ 年齢，性別，学歴，役職，企業，自己啓発，

仕事環境，職種）9 ）

分析結果は表 5 である。まず職種別の差異に
関する結果は，単純な平均値比較において職種
間で差異の見られた知的能力，前向き性向では
保有レベルに職種間の違いは見られなかった。
一方，管理者特性および協調的性向では情報処
理に比べ，研究での保有レベルが低いことが示
された。このように単純な平均値比較とは異な
る職種効果が検出されたが，これは単純な平均
値には属性の影響が強く表れ，職種の差異は見
せかけのものであったと考えられる。

ここで，その他の属性等の効果についてみて
おこう。年齢は，知的能力，管理者特性を高
め，前向き性向を弱める。これは年齢が高まる
ことによって技術者は経験を積み，その中で知
的能力や管理者特性を高めていき，逆に年齢を
重ねるにつれ，チャレンジ精神や向上心が低下
していくことが背景にあると考えられる。女性
は，男性に比べ，知的能力や管理者特性が低い

(134)

表 4　各成分の主成分スコアの平均値

統計的に有意な差異
　知的能力：研究＞開発・設計，情報処理
　管理者特性：差異なし
　前向き性向：研究＞開発・設計＞情報処理
　強調的性向：差異なし
注：Kaiserの正規化を伴うプロマックス法による主成分分析

9 ）説明変数について，性別：女性ダミー，学歴：ダミー変
数で，高卒，高専等卒，大卒，大学院卒（基準は大卒），役
職：ダミー変数で，一般技術者，主任クラス，課長クラス，
部長クラス（基準は一般技術者），企業：ダミー変数で，最
も回答数の多い企業が基準，自己啓発：一週間の平均的な自
己啓発時間，仕事環境：仕事のマッチングの良さ（仕事適合
度），仕事上で相談できるネットワークの幅広さ（相談ネッ
トワーク）。各変数の記述統計量は巻末の付表 1 を参照。
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一方で，協調的性向が高い。学歴は，大卒に比
べ，高卒従業員の知的能力が低く，また大学院
卒従業員の協調的性向が高いとの効果を得た。
そして，役職は，上位職に従いほぼすべての職
務遂行能力が高まっている。次に，自己啓発は
知的能力，管理者特性，そして前向き性向に対
してプラスの関係にある。知的能力や管理者特
性に関しては自己啓発による教育効果の表れで
ある一方，前向き性向は自己啓発による自信構
築のような効果だけでなく，前向きであること
が自己啓発を促すという逆の因果も背景にはあ
ると考えられよう。

4 . 2 　�能力発揮と職務遂行能力との関係
ここでは職種ダミー変数による切片効果だけ

でなく職務遂行能力の各成分スコアと各職種ダ
ミー変数の交差項を加えて係数効果も計測し，
職種に特有な能力発揮と職務遂行能力の関係を
抽出する。被説明変数とする能力発揮は，今の
仕事について，「自分の能力を発揮できる」とい
う項目に対する考えを，“あてはまる”から“あ

てはまらない”までの 4 段階で技術者自身が自
己評価する設問の回答を利用する。また被説明
変数は基本的に先の職務遂行能力の保有レベル
の検証において利用したものと同じである。こ
れまでの評価すべき要素，保有レベル等の分析
結果を鑑みると，研究では知的能力の効果が高
く，開発・設計，情報処理では知的能力以外の
成分の効果も表れてくることが想定される。

分析結果は表 6 に示した。職務遂行能力と能
力発揮の関係について，まず純粋に職種が異な
ることによって生じる能力発揮のへの影響は，
情報処理技術者と比べて，研究者は差異がみら
れなかったが，開発・設計技術者は能力発揮が
できていない。逆に言えば，情報処理技術者は
開発・設計技術者より，能力が発揮されている
職種であることを示している。では職務遂行能
力の 4 つの成分の効果はどうであろうか。まず
成分スコアについて，管理者特性の効果は見い
だせなかったが，そのほか3つの成分はいずれ
も正の効果を示し，それぞれの成分の保有レベ
ルが高い技術者ほど能力が発揮できている。こ

表 5　職務遂行能力の保有レベルに関する分析結果

注：ダミー変数の基準グループは次の通りである。職種：情報処理、学歴：大学卒、役職：一般技術者企業ダミーの効果は紙幅の
関係上、記載を割愛した。推計方法はOLSである。なお，有意水準は、** 1 ％，* 5 ％．
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れは与えられた仕事に対して十分な職務遂行能
力が備わっていることが能力発揮の条件になっ
ていることを反映していると考えられる。では
能力発揮に対する職務遂行能力の効果は職種別
にはどうなっているのであろうか。結果は唯一
協調的性向の効果において表れ，それは情報処
理技術者に比べ，研究者の協調的性向の効果が
低いというものであった。これは研究者より
も，情報処理技術者において協調的性向が必要
とされることを示唆する。

5 　まとめ

今日，企業の能力開発に対するスタンスの修
正，つまり能力開発は従業員個人の自己責任で
あるとの考え方の高まりは，特に技術者におけ
る今後の能力開発のあり方を問う問題へと発展
すると予想される。そうした議論の端緒とし
て，本稿では，職種別に技術者にとって必要な
能力とは何かを定量的に考察してきた。主要な
知見は以下の通りである。

まず研究，開発・設計，情報処理の 3 職種の
技術者が保有する職務遂行能力の構成を検討し
たところ，いずれも知的能力，管理者特性，前
向き性向，協調的性向の 4 つの成分からなり，
日経連が行った職務遂行能力の定義に合致する
ものであった。ただし研究者とそれ以外で各成
分における代表的な要素に違いがみられた。と
りわけ知的能力において，研究者は独創的発想
力が中心である一方で開発・設計および情報処
理技術者は論理的思考力が最も影響力を有して
いた。

次に，技術者自身が評価すべき職務遂行能力
の要素という視点からみると，研究者は評価す
べき要素はほぼ知的能力に集中し，開発・設計
技術者では前向き性向，管理者特性が加わり，
さらに情報処理技術者は協調的性向を含むすべ
ての職務遂行能力の成分について評価すべきと
広がりがみられた。また職種別に職務遂行能力
の保有レベルの違いをみたところ，知的能力，
前向き性向では保有レベルに職種間の違いは見
られなかったが，管理者特性および協調的性向

表 6　能力発揮と職務遂行能力の関係についての分析結果

注： ダミー変数の基準グループは次の通りである。職務：情報処理。職種以外
の個人属性ほかの結果は割愛した。推計方法は順序ロジットモデルであ
る。なお，有意水準は，** 1 ％，* 5 ％，+10％．
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では情報処理技術者に比べ，研究者の保有レベ
ルが低いことが示された。これは逆に言えば，
情報処理技術者の職務遂行能力が研究者に比
べ，幅広い範囲で高いレベルに達していること
を意味する。さらに，職務遂行能力と能力発揮
の関係において，研究者に比べ，情報処理技術
者は協調的性向を通じて能力発揮される効果が
高く，情報処理技術者において必要とされる職
務遂行能力の成分は相対的に幅広いものである
ことを意味する。これら一連の情報処理技術者
に必要な職務遂行能力が協調的性向を含む幅広
いものであることは，商品・製品化から企画や
管理などの仕事に従事する情報処理技術者の相
対的な職務・職域の幅広さと関係があるものと
考えられる。

最後に，本稿の課題と展望を述べ，結語とす
る。まず技術者の範囲についてである。技術者
といっても，その職務・職域は多岐にわたるこ
とはすでに説明したとおりであるが，本稿では
電機・電子・情報産業のみを取扱い，かつ研
究，開発・設計，情報処理に絞られ，技術者の
多様性からいえば非常に限られた範囲に限定さ
れるものであった。この点についてはさらに広

範な技術者をカバーする検討が必要であろう。
また本稿の分析に利用した職務遂行能力に関す
る情報は，いずれも技術者自身が行う自己評価
であり，特に職務遂行能力の保有は実際には保
有レベルではなく，保有の認知である。この点
については実際の保有レベルを如何に測定し，
分析に活用するかを検討する必要がある。いず
れも今後の課題である。
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付表 1　多変量回帰分析に使用した変数の記述統計量


